
運行方式を検討中６
どうして検討している？

どんな方法がある？
鉄道を存続する場合
・上下分離方式
鉄道施設（車両・施設・土地）のいずれかまたは全てを自
治体が所有・維持管理

・みなし上下分離方式
鉄道施設を鉄道事業者が所有し、維持管理の経費相当額
を自治体が支払う

・第３セクター化
民間企業と自治体が共同出資して鉄道会社を運営
別の交通手段に転換する場合
・路線バス転換
・ＢＲＴ（バス高速輸送システム）転換
バス専用道を作るなどバスの輸送力を強化
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沿線市の今後の費用負担のあり方
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５もし鉄道がなくなると
　移動手段が鉄道から自動車に代わると、交通渋滞が起こ
りやすくなります。また、通学の足がなくなり、未来ある
子どもたちの進路選択に支障が出る可能性もあります。さ
らに、地価が下落することで税収が減り、これまでできて
いた市民サービスが提供できなくなるかもしれません。
他のローカル鉄道の例を見ても、廃線による地域の衰
退は目に見えています。鉄道がなくなると、利用者だけ
でなく普段鉄道を利用しない人へも影響が出ると予想さ
れています。
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　市が令和６年７月に行った市民アンケート
では、にしがま線の存続は「どれだけ費用が
かかっても最優先すべき」「ある程度の税金の
投入はやむを得ない」と回答した人が約７6パ
ーセントでした。通勤・通学や観光の足とし
て、いつでも利用できる安心感を与える存在
として、この地域になくてはならないもので
す。

名鉄から、今後、利用者がコロナ禍前には戻らない見込
みであることや物価上昇による経費増加が今後も続く見込
みであること、安全運行を維持するためには老朽化した設
備の更新投資が必要であることから、現在の支援金による
方式では将来にわたって持続的に運行することが難しく、
地域の公共交通ネットワークとして持続可能な運営方式を
検討する必要があるとの見解が示されているからです。
定時性、速達性、大量輸送などの観点から、どのような
交通手段が最適か、鉄道を存続させる場合にはどのような
方式が最適かを検討しています。
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